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1．はじめに

SL理論（Situational Leadership Theory）は，
リーダーシップの二次元論（Stogdill & Coons, 
1957）を基礎とするもので（Blank, Weitzel & 
Green, 1990；Goodson, McGee & Cashman, 1989；
林・松原，1998；Hersey, Angelini & Carakushan-
sky, 1982），リーダーシップ・スタイル 1 が，
指示的行動（二次元論でいう構造づくりに相
当）と協労指向行動（同じく配慮に相当）の高
低の組み合わせによって表現されると考える。
同論の独自性は，部下の成熟度（マチュリテ
ィ，またはレディネス 2）を状況変数に加えた
ことである。ここで部下の成熟度とは，『達成
可能な，しかし，できるだけ高い目標を設定し

ようとする本人の基本的姿勢（成就欲求），責
任負担の意思と能力，ならびに，対象とする相
手または集団が持つ教育なり経験なりの程度』

（Hersey & Blanchard, 1977, 邦訳 220 頁）と定
義される。この水準を図1に示すようにM1（低
成熟度）から M4（高成熟度）へと分類（配置）
するとき，効果的なリーダーシップ・スタイル
は，その上方にてベル型曲線と交差する点にあ
ると主張する。すなわち，リーダーは部下の成
熟度の高まりに応じて，S1（教示的），S2（説
得的），S3（参加的），S4（委任的）へとリーダー
シップ・スタイルを切り替えるべきだと主張し
たのである。

SL 理論は，さまざまなテキストでも紹介さ
れる代表的なリーダーシップ理論のひとつと
なっているが，その理論的根拠については厳
しい批判にさらされてきた（Avery & Ryan, 
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2002；Blake & Mouton, 1981；Graeff, 1983；
1997；Johansen, 1990；Nicholls, 1985）。 同 論
の嚆矢とされる Hersey & Blanchard（1969a；
1969b）にも実証的事実はなく，その基本的
アイデアは実証的な確認を経ないまま公表さ
れていたものと推察される 3。代表的著作であ
る Management of Organizational Behavior：
Utilizaing Human Resources（Prentice Hall，
以下，原典と呼ぶ）でも，版を重ねるごとに，
理論的根拠や重要な鍵概念に関して大幅な加筆
修正が施されてきた 4。

表 1 は，SL 理論を定量的に検証した研究に
ついて年代順にまとめたものである。同表か
らも明らかなように，SL 理論を支持する研究
は，発表されて間もない 1980 年代前半と 2000
年以降に数件あるだけである。ただし，初期の
頃の研究は，検証方法について模索中の段階で
あり問題点が目立つ。総合すれば，同論が正当
だと確信できる根拠はほとんど見つかってい
ないといえるだろう（Chemers, 1997；淵上，
2002）。一方で，理想的なリーダーシップ行動
の型（リーダーシップ・スタイル）がベル型曲
線上に存在するという同論の独特の主張が高い

精度に基づく検証を難しくさせており，どの検
証結果も決定さを欠いてきたという側面もまた
否定できない。

そこで本論では，従前の問題点の大幅な改
善を図るために，コサイン曲線を用いた包括
的検証法を提案し，同論との適合性の効果だ
けを抽出した妥当性の検証を行う。なお，既述
のとおり SL 理論には改変が目立つため，本論
における検証は，同論の最大の特徴であるベル
型曲線が初めて登場した原典 3 版（Hersey & 
Blanchard, 1977）に依拠することとした。

2． SL理論の妥当性検証に関する方法論
的問題

2.1　リーダーシップ・スタイルの測定
初期（1980 年前半）の研究を除けば，SL 理

論を支持した研究のほとんどは，同理論との
適合度判定に，LEAD （Leader Effectiveness 
and Adaptability Description）を使用してい
る。この尺度は原典 3 版で登場したもので 5，
リーダーに対し仮想シナリオを想定させた上
で，図 1 の S1 ～ S4 に相当するリーダーシッ
プ・スタイルを文章で示し，そこから相応しい

出所：Hersey & Blanchard（1977）を参考に著者作成。

図 1　SL理論の概念図
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と思うものを選択させるというものである。こ
こで，それぞれの選択肢には SL 理論との適合
度に基づく点数が付与されており，12 のシナ
リオの点数を加算することで理論との適合度が
測定できるとされる。LEAD には部下の成熟
度が予めシナリオとして操作化されているた
め，それを直接に測定しなくて済むというメリ
ットがある反面，項目内容や得点化の方法には

大きな問題があることが既に多くの学者らによ
って指摘されてきた（Graeff, 1983；Johansen, 
1990；Lueder, 1985）。言い換えると，SL 理論
は LEAD を用いなければ検証できない恐れが
あり，検証用の尺度として相応しいとはいえそ
うにない。リーダーシップ・スタイルの測定
には，実績と信頼性のある LBDQ （Leadership 
Behavior Descriptive Questionnaire） XII 

表 1　SL理論に関する主な妥当性検証研究
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（Stogdill & Coons, 1957）が優れているとい
う意見があり（Goodson et al., 1989；Vecchio, 
1987），多くの研究者がこれを採用してきた。

2.2　部下の成熟度（レディネス）の測定
部下の成熟度は，SL 理論における鍵概念で

あり，その尺度構成はとりわけ重要である。
Blank et al.（1988）によれば，部下の成熟度
には，相対的独立性（relative independence），
責任を取る能力（ability to take responsibil-
ity），達成意欲（achievement motivation）3 つ
の要素が含まれるとされる 6。しかし，これを
測定する統一的な指標はこれまで開発されてお
らず，検証結果の比較が困難になったままであ
る（Blank, Weitzel, Blau et al., 1990；林・松原，
1998；Johansen, 1990）。

部下の成熟度の尺度構成の問題は，内容的妥
当性ばかりではない。この成熟度は誰が評価す
るのか，という点についても十分な合意がなさ
れていない。Fernandez & Vecchio（1997）は，

『リーダーが部下の成熟度を評価するというの
は，識別可能で独立な指標というよりは，単に
リーダーの個人的な選好や部下の業績が投影さ
れたものになりやすい』と，リーダーが成熟
度を評価することの問題を指摘する。Blank et 
al.（1988）は，部下の成熟度を上司による評価，
部下による自己評価，メンバー同士の相互評
価をそれぞれ比較したところ，相互評価（peer 
rating）が望ましいという見解を述べている。
しかし，たとえ相互評価を用いた場合でも，評
価基準点のバイアスは捨てきれない。たとえ
ば，直前に経験した別の集団の成熟度が高けれ
ば成員らはそれを基準点とし，結果として同僚
の成熟度を相対的に低めに評価してしまうこと
があり得る。

2.3　リーダーシップ効果性の測定
上述の「誰が評価するのか」という問題

は，リーダーシップの効果性測定においても
同様に生じる。リーダーシップの効果性は通

常，部下の業績によって把握されるが，これ
をリーダーが評価すれば，自己高揚バイアス

（self-enhancing bias）が生じやすい （Donaldson, 
Grant-Vallone, 2002）。一方で，部下自身によ
る評価は，彼らがもつリーダー・プロトタイプ
等の認知バイアスが正確な評価を妨げるであろ
う（Lord, Foti & De Vader, 1984）。この問題
の解決には，客観指標を用いて部下の業績を測
定することが望ましいが，ほとんどの SL 理論
の妥当性検証では主観評価が用いられている。

2.4　妥当性の検証方法
最後の問題は，SL 理論の検証方法である。

先行研究における検証方法は大きく 2 つに分け
られる。ひとつは，先述の LEAD を用いた方
法である。この尺度は，理論との適合度を直接
に指標化したという点で簡便ではあるが，既述
のとおり，尺度そのものに対する疑念が払拭で
きていない。

もうひとつは，Vecchio（1987）が提案した方
法であり，複数の研究者が追従するひな型とな
っている（e.g., Cairns, Hollenback, Preziosi et 
al., 1998；Fernandez & Vecchio, 1997；Goodson 
et al., 1989；Norris & Vecchio, 1992；Thomp-
son & Vecchio, 2009；Vecchio, Bullis, & Brazil, 
2006）。この方法では SL 理論は，①構造づくり，
配慮，部下の成熟度の 3 次の交互作用項が回帰
モデルの適合度を高めるか，② SL 理論と適合
している群とそうではない群とにサンプルを分
けた上で，両者の業績比較を行うオムニバス・
テスト，③同テストを，高成熟度群，中成熟度
群，低成熟度群について分けて行うパーティシ
ョンド・テストの 3 つの方法で試される。ただ
し，①の方法については，Vecchio 自身が正し
く同理論を検証するものではないと述べてい
る（Vecchio, 1987）。②と③では SL 理論との
一致度を二値（図 1 の網掛けの部分に該当する
か否か）で判別するなど，精度の上でも十分と
はいえない（Fernandez & Vecchio, 1997）。さ
らに，SL 理論が二次元論を背景とするために，
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リーダーシップの効果変数である部下の業績
に，リーダーシップ・スタイルの効果が混じり
あってしまう恐れがある。たとえば，リーダー
シップの二次元論では，委任的（S4）のリー
ダーシップ・スタイルは部下の業績を下げると
予測する。S1 から S3 に比べ，S4 の領域で部
下の業績が全体的に低くなるとすれば，この状
況下において，SL 理論に適合しているか否か
を評価する基準（閾値）もまた，S1 から S3 領
域に比べ相対的に低くなっていなければならな
いが，この点は考慮されていない。

同じことが部下の成熟度についてもいえる。
部下の成熟度は部下の業績と強い関連をもつと
考えられる（Blank et al., 1988）。成熟度が高い
部下（図 1 の左半分）がそうでない部下（同右
半分）に比べ相対的に業績が高くなるならば，
SL 理論には適合していないが成熟度の高い部
下の方が，適合はしているが低熟度の低い部下
よりも業績が高くなってしまう恐れがある。

以上をふまえれば，SL 理論の妥当性を部下
の業績で検証するためには，リーダーシップ・
スタイルや成熟度が部下の業績に与える直接効
果は制御できていなければならない。換言すれ
ば，理論と整合した場合に生じる効果だけを取
り出す工夫が求められる。

2.5　本論の対応
前項までで指摘した一連の問題に対して，本

論では次のように対処する。
まず，一点目のリーダーシップ・スタイルの

測定尺度の問題については，LEAD 尺度に対
して指摘されている問題点をふまえ，代表的な
先行研究と同様，実績のある LBDQ-XII を使
用する。

二点目の部下の成熟度については，Blank et 
al.（1988）や Blank et al.（1990）の見解を踏
まえ，相互評価（peer rating）を採用する。本
論におけるさらなる工夫は，評価者自身を基準
として他のスタッフの成熟度を評価する相対比
較を採用し，評価基準点を明確にしたことであ

る。両手法の採用により基準点バイアスが除か
れ，成熟度に関する集団内の相対的位置づけは
かなり正確に測定できると思われる。

三点目のリーダーシップ効果性の測定につい
ては，客観的に測定される指標を使用すること
で，部下の業績評価の際に生じるさまざまなバ
イアスを回避する。

最後の問題点である検証方法については，二
値評価による情報喪失（精度の悪さ）を回避す
るために，理想的なリーダーシップ・スタイル
をコサイン曲線で近似し，そこからの乖離度を
把握する方法を提案する。この方法によって，
SL 理論とのずれは連続量で捉えることができ
る。さらに，同論が主張する「リーダーシッ
プ・スタイルと部下の成熟度との適合」の効果
だけを抽出するために，これらの直接効果を制
御したマルチレベル分析を使用する。

具体的な手続きは次節にて解説するが，上記
手法を併用することで，これまでよりも精度の
高い妥当性検証が可能になると考える。

3．分析手続き

3.1　分析対象と分析方法
実証調査は，既製服の企画・製造および小売

店展開を行う大手アパレルチェーン A 社を対
象に行った。同社は調査時点で社員数 2,500 名
を超える大企業で，若い女性を主要顧客とする
4 つのブランド，およびファミリー層を主要顧
客とした立ち上げたばかりの 1 ブランドの計 5
ブランドを抱える。

調査は2012年12月に実施し，留置郵送法（個
別の調査票が入った封筒を店舗へ送付し，回
答後に各自が封印したものを店舗でまとめて回
収する方法）を用い，オープン直後の店舗を除
いた直営店全店 447 店舗へ 1,915 通を配布し，
1,845 名分の有効データを得た（有効回答率
96.3％）。本論ではこのうち，店舗に配属され
たスタッフ数が 3 名以上であること 7，調査月
である 12 月にスタッフの異動がなかったこと，
店舗内のすべてのスタッフからの回答が回収で
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きたことの 3 つの条件を満たした，396 店舗に
勤務する 1,691 名のスタッフのデータに限定し
た。ただし，分析時においては公式リーダーで
ある店舗責任者（以下，店責）のデータは使用
されないこと，さらに，個人業績が記録されて
いなかったスタッフが一部存在したため，分析
で使用したデータ数は 374 店舗に勤める 1,195
名となった。

分析手法は，SL 理論の妥当性検証の課題の
ひとつであるリーダーシップ行動や部下の成熟
度，さらにその他の集団的特性を正しく制御す
るため，個人水準変数と集団（店舗）水準変数
を同時に扱えるマルチレベル分析を用いた。

3.2　従属変数
SL 理論は，個人レベルでのリーダーと部下

とのダイナミクスを検討していることから 8，
部下の業績は個人単位でのそれを使用する。A
社では，POS システムを使ってスタッフごと
の販売業績が紐づけられるようになっており，
そこから調査対象月の累積データ（1 日から 31
日まで）の客数（接客の後に購買に至った顧客
のべ数），客単価（同顧客の一会計あたりの平
均購買金額，単位千円）の 2 つを収集した。前
者については分布の歪みが大きかったため自然
対数をとり，LN 客数とラベリングした。

3.3　独立変数
3.3.1　 リーダーシップ行動（個人水準変数，

集団水準変数）
店責のリーダーシップ行動得点（個人水準変

数）は，LBDQ XII の日本語訳（金井，2005）
から構造づくり，配慮に関する項目をそれぞれ
5 つ選出し，これを回答者の所属店舗の店責の
行動について評価できるようにその名前を入れ
て作成した（表 2）。クロンバックのα 係数を
計算すると，0.904（構造づくり），0.759（配慮）
と比較的高い信頼性が得られたので，各 5 項目
の単純平均値をもって店責のリーダーシップ行
動（個人水準変数）とした。さらに，スタッフ

全員の得点を店舗ごとに平均化し，これを店責
のリーダーシップ行動（集団水準変数）とした。

3.3.2　相対的成熟度（個人水準変数）
本論では，相互評価によって部下の成熟度を

測定するが，この方法は店舗人数が多くなる
と回答者の負荷が大幅に増すため，項目数は
最小限に抑える必要がある。そこで，Blank et 
al.（1988）が作成した測定項目から，部下の成
熟度を構成する 3 要素（相対的独立性，責任を
取る能力，達成意欲）に対応したそれぞれ 1 項
目を選出した（表 2）。測定スケールは，基準
点バイアスを排除するために，回答者自身を評
価基準とした相対的比較（一対比較）による 6
件法を用いた。たとえば，4 人のスタッフが勤
務する店舗であった場合，各スタッフは他の 3
人の成熟度が回答者自身と比べてどの程度高い
か（低いか）を評価する。こうして得られた他
者評価による 3 項目の値の平均を，当該者の相
対的成熟度（個人水準変数）とした。ただし，
評価者の方が評価対象者よりも能力があると認
識した場合に値が大きくなる尺度を採用した
ため，得られた平均値は反転し（7 から減じ），
当該者の成熟度が相対的に高いと評価されるほ
ど大きな値になるように修正した。クロンバッ
クのα 係数は，0.956 であった。

3.3.3　SL理論ずれ（個人水準変数）
Hersey & Blanchard（1977）は，図 1 に示

される曲線についてベル型曲線（bell-shaped 
curve）と言及しているだけである。したがっ
て，彼らが考える理想的なリーダーシップ・ス
タイルがどのような数式で表現されるかは，こ
のベル型曲線という言葉と，図 1 に示される図
的な特徴をもとに推論するほかない。

ベル型曲線とは，その分布が文字通りベル
（釣鐘）状で左右対称になる特徴を有し，しば
しば正規分布と互換的に用いられる。そこで，
SL 理論が考える曲線も正規分布を用いて近似
することが望ましいといえるが，正規分布は漸
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近分布であるために，横軸である確率分布と部
下の成熟度とを対応づけることが（成熟度の上
限と下限を確率分布へと対応づけることが）困
難である。そこで本論では，研究上の仮定とし
て，コサイン曲線を近似曲線として用いた。コ
サイン曲線は周期関数のために下限値が存在
し，部下の成熟度と対応づけることが可能であ
る。また，正規分布よりも緩突（platykurtic）
な特徴を有し（Raab & Green, 1961），図 1 の
図的な特徴との類似度も高い。

より具体的には，スタッフそれぞれの成熟度
の最大値（5.54）を－1，最小値（1）を 1 に対
応させる線形変換を行い，部下の成熟度の上限
と下限とに対応させた。この変換後の成熟度に
π を乗じた値の余弦（コサイン）値を求めると，
図 2 に示すような最小値－1，最大値 1 からな
る理想的なリーダーシップ・スタイルの近似曲
線が作成できる。たとえば部下の相対的成熟度
の測定値が 4.2 であった場合，当該部下が受け

るべき理想的なリーダーシップ・スタイルは，
このコサイン曲線上のある一点（－0.41，0.28）
へと変換される 9。

続いて，この部下が店責から現実に受けた
リーダーシップ行動得点を同空間上に対応させ
る。ここで，部下の成熟度が店舗内における相
対評価であったことに呼応して，リーダーシッ
プ行動得点についても店舗平均を基準とした中
心化を行う 10。たとえば，4 人店舗において，
店責の構造づくり得点を 3 人の部下がそれぞれ
3，4，5 と評価していた場合，各得点はこれら
の平均値である 4.0 を基準に，－1，0，＋1 に
変換される。この中心化後のリーダーシップ行
動得点について，先と同様に最小値（構造づく
り－1.76，配慮－2.20）を－1，最大値（構造づ
くり 1.40，配慮 1.73）を 1 に対応させる線形変
換を行い，図 2 の 2 次元空間上にプロットさせ
る。

ここまでできれば，SL 理論が教える理想的

表 2　質問項目

※回答スケールは，１：まったくあてはまらない－５：完全にあてはまる（店責構造，店責配慮，（R）は反転値を使用）。
　１：あなたの方が全くできていない－６：あなたの方が完全にできている（相対的成熟度）。

変数名 項目

店責構造１ ○○さん（店責）は私に，自分の態度をはっきり示す

店責構造２ ○○さん（店責）は私に，規則や統制に従うように求める

店責構造３ ○○さん（店責）は私に，何が期待されているかを伝える

店責構造４ ○○さん（店責）は私に，仕事を割り当てる

店責構造５ ○○さん（店責）は，私が何をどのようにすべきかを決める

店責配慮１ ○○さん（店責）は私に，店舗の一員でよかったと思
えるような心づかいをする

店責配慮２ ○○さん（店責）は私に，相談せずに行動する（R）

店責配慮３ ○○さん（店責）は私に，友好的で気さくにふるまう

店責配慮４ ○○さん（店責）は，○○さん（店責）と私を対等に扱う

店責配慮５ ○○さん（店責）は，私の幸せを考えたり，気配りをする

相対的成熟度１ ○○さんとあなたのどちらが，売上を伸ばすために，高い
意欲をもって仕事をしていますか

相対的成熟度２ ○○さんとあなたのどちらが，どんな仕事が与えられても，
責任をもって引き受けていますか

相対的成熟度３ ○○さんとあなたのどちらが，仕事のことで何か言われ
なくても，何をすべきかがわかっていますか
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なリーダーシップ・スタイルと，実際に部下が
受けたリーダーシップ行動とのずれは，コサイ
ン曲線上の理想的な点と，当該部下が実際に受
けたリーダーシップ行動を示すプロット間の
ユークリッド距離で求まる。理想的なリーダー
シップ・スタイルがコサイン曲線で近似できる
という研究上の仮定に立つならば，SL 理論の
妥当性はこの変数（以下，SL 理論ずれ）が小
さい場合に部下の業績が高くなることによって
証明できるはずである。

上述のプロセスをまとめた。

（1） 部下の相対的成熟度をもとに，理想的な
リーダーシップ・スタイルを求める

　　横軸：変換後の部下の相対的成熟度
　　縦軸： COS（変換後の部下の相対的成熟

度）
（2） 部下が店責から受けているリーダーシッ

プ行動得点について，店舗単位での中心
化を行った上で，同空間上に変換する

　　横軸： 中心化後の構造づくり得点を，最
小値－1，最大値 1 に変換したも
の

　　縦軸： 中心化後の配慮得点を，最小値
－1，最大値 1 に変換したもの

（3） （1）と（2）の空間上の距離を算出し，
SL 理論からの乖離度を得る

この方法を用いることで，これまでより
も精度の高い検証が可能になる。たとえば，
Vecchio（1987）の方法では，図 1 のⒶ点とⒷ
点はそれぞれ SL 理論の適合群，非適合群に入
るが，Ⓑの方が理想的なリーダーシップ・スタ
イル（ベル型曲線）に近いことは明白であろう。
Vecchio（1987）が提案する方法は，SL 理論の
主要概念である部下の成熟度，指示的行動，協
労的行動を 2 つまたは 3 つに大胆に区分するた
めに，それらの区分点に近くなると，わずかな
測定誤差が TYPE I，TYPE II エラーを生むこ
とになる。SL 理論のエッセンスを捉えるとい
う目的をふまえると，こうしたエラーを多分に
含む二値判定よりは，それらの少ない連続量に
よって判定することのメリットは大きい。

さらに，理論との乖離度を連続量で捉えるこ
とで，ベル型曲線以外の曲線や直線との適合度
を評価する道が開ける。詳細は考察に譲るが，

図 2　コサイン曲線を使ったSL理論の検証方法
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さまざまな探索的試みを繰り返すことにより，
SL 理論の本来のエッセンスが何であったのか
を探しあてることを可能にする。

3.4　制御変数（個人水準変数，集団水準変数）
個人水準変数のうち，アパレル店員としての

勤務年数（A 社以外での勤務を含む）を制御変
数とした。分析の前には自然対数をとり，LN
アパレル接客年数とラベリングした。その他，
時短勤務をする社員（6 時間，4 時間勤務）や
研修生が存在したため 11，正社員を基準（ベー
スカテゴリー）として，それぞれダミー変数で
制御した。

さらに，集団レベルの制御変数として，店舗
面積（坪数），店舗スタッフ数（時短社員につ
いては 8 時間換算した実質人数），およびブラ
ンドダミー（主力ブランドをベースカテゴリー
とする）をおいた。

4．結　果

本論における検証仮説は，「SL 理論ずれが小
さい部下の業績は，そうでない部下のそれに比
べて高い」である。リーダーシップ行動（リー
ダーシップ・スタイル）の効果は，3 つの方法

（モデル）で制御する。モデル 1 と 2 はそれぞ
れの部下が受けるリーダーシップ行動を個人水
準変数として捉えたものである（モデル 1 は，

「SL 理論ずれ」のモデルの説明力を知るため
に，モデル 2 から同変数だけを削除したもので
ある）。ここで，リーダーシップ行動や部下の
相対的成熟度 12 については，すべて全体平均
中心化（grand centered）を施した。また，モ
デル 3 はリーダーシップ行動を集団水準変数と
個人水準変数に分けたもので，この際の個人水
準変数には集団平均中心化（group centered）
を施している。

本データセットにおける級内相関係数 ICC
は，0.724（LN 客数），0.838（客単価）であり，
従属変数の分散のうち集団水準変数の分散が
大部分を占めていた 13。また，集団平均の信頼

性係数も，モデル 2 で 0.899（LN 客数），0.764
（客単価）と集団間の変動が非常に大きく，集
団水準変数を投入することが望ましいと判断で
きる。清水（2014）の方法に基づき，簡易的
な決定係数を求めると，LN 客数に対しては集
団水準で 0.422，個人水準で 0.489，客単価に対
しては集団水準で 0.802，個人水準で 0.141 と，
集団水準において比較的高い説明力を有してい
た。

分析結果を表 3 にまとめた。われわれの関心
は，SL 理論とのずれ（SL 理論ずれ）の寄与で
あるが，モデルや業績指標の違いに関わらず負
で有意な寄与はなく，SL 理論の妥当性は確認
できなかった。また，モデル 1 とモデル 2 の残
差分散にもほとんど差はなく，SL 理論ずれの
変数投入によってモデルの説明力は特に上がら
なかった。

5．考　察

分析結果によれば，SL 理論の妥当性はまっ
たく確認することができなかった。さらに詳細
にみると，店責のリーダーシップ行動による直
接効果もほとんど確認できていない14。一方で，
部下の成熟度は一貫して業績に対する強い説明
力を有していた。これらの発見事実は，2 つの
重要な視点を提供する。

ひとつめは，リーダーシップの効果性を考え
る際に，部下の成熟度を制御することの必要性
である。相対一対比較による部下の成熟度は，
部下の業績に対する極めて強い説明力を有して
おり，この説明力は店責のリーダーシップ行動
のそれをはるかに凌駕する。このことはすなわ
ち，有能な（成熟度の高い）部下は，店責のリー
ダーシップ行動やそれが SL 理論に適合してい
たかに関係なく，高い業績を出すことができる
ことを意味する。業績に対する説明力がこれほ
ど強ければ，SL 理論に適合する部下の成熟度
が不適合のそれよりも高いだけで，SL 理論が
検証されたように見えてしまうことだろう。換
言すれば，この重要な変数の効果が制御できて
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いないこれまでの妥当性検証は，十分な信頼に
足るものではないと判断できる。

本論では，このリーダーシップ・スタイルや
部下の成熟度を制御した分析を行ったが，そ
れでも SL 理論の妥当性が確認できなかったこ
とは，同論が実在しない可能性を改めて示唆
するものである。その原因のうち大きなもの
は，ふたつめの視点であるベル型曲線を持ち
出すことの根拠の不在にあると思われる。こ
の曲線は原典 3 版で登場した（原典 1 版と 2
版には登場しない）ものであるが，Hersey & 
Blanchard（1977）はその根拠について，『コー
マン（Korman, 1966）は，構造主導（仕事指
向行動），配慮（対人関係指向行動），および他
の変素との間の関係は直線的なものではなく，
曲線的ではないかと思われる，と述べている』

（邦訳 219 頁）と言及したに留まる。「曲線的で
3

はないか
3 3 3 3

」とはずいぶん曖昧な根拠であるが，
仮に曲線なのだとしても，それがベル型になる
ことの理由は示すべきであろう。Graeff（1983）
も指摘するように，ベル型曲線でなければなら
ないことの根拠は本来ないと考えられる。

それでは，なぜベル型曲線を採用したの
か。ここでは，Hersey とのインタビュー記録

（Schermerhorn, 1997）をもとに，筆者なりの
推論を巡らせてみたい。Hersey によれば，部
下の成熟度とリーダーシップ・スタイルとの条
件適合性を思いついた（ひらめいた）直接のき
っかけは，低業績の者は直属のリーダーから指
示や方向性を求める傾向があること，またそ
うした彼らが小さな成功を収めていくにつれ
て（成熟度が高まるにつれて），リーダーから
の支持的行動が増えていくことの発見であっ
た（op.cit, p.10）。ここから，同論を考え出す
上で Hersey が観察したのは，図 1 における右
半分（部下の成熟度が低い状態）だったと推察
される。素直に考えれば，残りの左半分（部下
の成熟度が高い状態）はこの傾向を伸長させ，
リーダーの支持的行動がさらに増す直線的関係
を想定するだろうが，そうしなかったのは，部
下の成熟度と最適なリーダーシップ・スタイル
の関係が曲線になるはずだという Hersey の強
い思い込みがあったものと推察される。言い換
えると，仮にこの思い込みがなかったならば，

表 3　マルチレベル分析結果（コサイン曲線による近似）
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彼が考える最適なリーダーシップ・スタイル
は，図 1 の右下から左上に向かう直線上（図 3
の LINE（↖））で示されていたかもしれない。
あるいは，成熟度が高い部下に対しては配慮を
低くしなくてはならないという Hersey の主張
を汲むならば，右上から左下に向かう直線上

（同 LINE（↙））という考え方もあり得ただろ
う 15。

さらに言及すれば，先の事例において
Hersey が本当に図中の右半分（低成熟度に相
当する部下）を観察していたかどうかも疑わし
い。仮にこの部下の成熟度が Hersey の想定よ
りも高かったならば，SL 理論は S1（教示的）
を底とするベル型曲線にはなっていなかったは
ずであり，実証結果の当てはまりが悪いのも無
理がない。

そこで，ここで想定した 2 つの直線と，コサ
イン曲線からの角度を 1/4π 単位でずらした 7
つの曲線を手掛かりに（図 3），どの直線や曲
線との一致が部下の業績を高めるかを，本論で
提案した方法で探索的に求める追加分析を行っ
た。分析モデルは，先の分析にてわずかではあ

るが説明力の高いモデル 2 を採用した。表 4 は
LN 客数を，表 5 は客単価をそれぞれ従属変数
とした結果についてまとめたものである。

まず，表 4 では LINE（↖）のみに負の有意
差が認められ，LN 客数に対しては右下から左
上に向かう直線上（図 3 の太直線）に最適な
リーダーシップ・スタイルが存在する可能性が
示された。客単価を従属変数とした表 5 では，
コサイン曲線からの角度を 0.75π ずらした曲線

（図 3 の太曲線）に対してのみ，適合度の良さ
を示す負の有意差を確認した。このように，本
論で提案した検証法を応用すると，理想的な
リーダーシップ・スタイルがベル型曲線とは異
なる直線や曲線上に存在する可能性を指摘でき
る。

6．まとめ

本論では，従前の研究上の問題点を克服した
上で，SL 理論の妥当性に関するこれまでより
も精度の高い再検証を行った。しかし，その精
度の高さにも関わらず（あるいは，精度が高か
ったからこそ），SL 理論が妥当だとみなせる根

図 3　探索的分析で検討する 2直線と 7曲線（破線はコサイン曲線）
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拠はまったく見出すことができなかった。それ
どころか，最適なリーダーシップ・スタイルが
Hersey らの想定とは異なる直線や曲線上に存
在する可能性を指摘した。ただし，これらは探
索的に見出されたもので，なぜその直線や曲線
が有効であるかの根拠までは有していない。原
因や因果関係の解明については，今後の課題と
したい。

Norris & Vecchio（1992）や Fernandez & 
Vecchio（1997）等が指摘するように，SL 理論
の妥当性検証における鍵は，バイアスを生まな
い測定方法の確立にあると思われる。これは何
もリーダーシップ研究に限ったことではないだ
ろう。本論はこの点に関して，部下の成熟度の
測定に相対一対比較を採用し，また検証におい
てもコサイン曲線との乖離度を用いるなど，測
定方法や検証方法について新たなアプローチを
提供した。しかしながら，SL 理論のベル型曲
線をコサイン曲線で近似したという研究上の仮
定は依然として存在する。したがって本論が示
した結果は，SL 理論に対して一定の示唆は与
えるものの同論を忠実に再現したものとはい
えず，SL 理論が検証できなかったというより
は，本論の研究上の仮定であるコサイン曲線に
当てはまらなかったという理解に留めるべきで
あろう。さらに，アパレルチェーンという特殊
な条件下でのデータに基づくことも限界点のひ
とつである。たとえば，リーダーシップ行動

（リーダーシップ・スタイル）が部下の業績に
直接的な効果を及ぼしていなかったことは，ア
パレルという特殊な文脈が影響していた可能
性がある 16。これらの点をふまえれば，本論の
結果だけをもって，SL 理論が誤りであると結
論づけるのは早計だという意見もあり得ると
思われる。しかし，それでもなお，Hersey 自
身がこれは理論ではないと述べていることや

（Schermerhorn, 1997），主要な考え方や概念が
二転三転してきたことを鑑みれば，SL 理論は
彼らによる経験と直観をモデル化したものに過
ぎなく 17，その科学的正当性は担保されないと

結論づけて良いのではないかというのが，分析
を終えた筆者の偽らざる感想である。
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注
１ リーダーシップ・スタイルは，他者によって認識

される行動を引き起こそうとするある人の採る行
動のパターンをいう（Hersey & Blanchard, 1988, 
p.116）。

２ 部下の成熟度については，原典 4 版（Hersey & 
Blanchard, 1982）までは“maturity”という言葉
が使われていたが，5 版（Hersey & Blanchard, 
1988）以降では“readiness”という言葉に置き換
わっている。

３ Hersey 自身が報告した実証的事実は，Hersey, 
Angelini & Carakushansky（1982）だけだと思わ
れる。Hersey は「私が（前身である）Life Cycle 
Theory of Leadership を発表した時，Situational 
Leadership はどちらかといえば構想物（construct）
だった」と回顧している（Schermerhorn, 1997）。

４ 版による違いは Greaff（1997）に詳しい。147 頁
であった初版に比べ，4 版では倍以上（345 頁）
に増えている。

５ 当初は，この指標を LASI（Leader Adaptability 
and Style Inventory）と呼んでいた（Hersey & 
Blanchard, 1974）。

６ ここでいう部下の成熟度は，Hersey & Blanchard
（1969b）の定義に基づく。部下の成熟度は，原典
4 版以降で職務成熟度（job maturity）と心理的
成熟度（psychological maturity）の 2 要素に分解
されており，Blank et al.（1988）は内容的妥当性
に欠くと指摘している。

７ 後述するリーダーシップ・スタイルについて店舗
単位での中心化が必要となるために，店責を含む
スタッフ数が 2 名以下の店舗は除外した。
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８ Hersey & Blanchard（1977）は，『リーダーは，
グループ・メンバーの一人一人にあたるときに
は，全体を相手とするときとは違って，一人一人
に異なった対応をしなければならない』（邦訳 221
頁）と述べ，部下の成熟度が一人一人異なること
を示唆している。

９ 変換式は，－ 2 ×（部下の成熟度の素点－（MAX
＋ MIN）／ 2）÷（MAX － MIN）となる。

10 ほぼ同様の方法は，Blank et al.（1990）が採用し
ている。

11 それぞれ該当人数は，時短 6 時間社員 76 名，時
短 4 時間社員は 23 名，研修生は 156 名であった。

12 部下の相対的成熟度の測定は，店舗内での相対比
較を用いているため，事実上，集団平均中心化

（group centered）がなされていることになる。
13 ICC は，回答者のスコアが集団からの影響を受け

ている程度を示す指標で，0.12 以上であれば，集
団水準変数を使うに値するという見方がある（北
居・鈴木，2007）。

14 二次元論における Hi-Hi パラダイムの限界は，他
の研究者も指摘している（Bulter & Reese, 1991；
Larson, Hunt & Osborn, 1976；Nystrom, 1978）。
本論と同様に小売業におけるリーダーシップと客
観的業績指標との関係を調査した Koene, Vogelaar 
& Soeters（2002）によれば，リーダーの構造づ
くり行動は業績に影響しなかったが，配慮につい
ては正の効果があったとしている。

15 同様のことは，Nicholls（1985）も主張している。
その他，Fernandez & Vecchio（1997）は，低成
熟度の部下に対しては低配慮が，高成熟度の部下
に対しては高配慮が望ましいとしている。

16 多くの研究者が，仕事の性質の違いが条件適合
性に与える影響を指摘している（e.g., Bulter & 
Reese, 1991；Norris & Vecchio, 1992）。ただし，
Fernandez & Vecchio（1997）は，仕事の性質に
よって要求される成熟度をもとに SL 理論の検証
を行ったところ，その妥当性は確認できなかった。

17 Hersey & Blanchard は原典 3 版において，既存
の行動科学研究の成果は，実務家の要望に応え
るものではないとした上で，自らの研究の対象
を『その場その場の主要環境要素が何であるかを
示すための“考え方モデル”の開発に集中し，こ
れによってマネジャーたち―家庭においては親た
ち，現場においては監督者たち―が，専門研究者
やコンサルタントが諸測定，学問的観察，面接な
どを通して集めたデータよりも，むしろ自分た
ちの日常の観察や感じにもとずいて，考えを整
理できるようにしようしたのである』（Hersey & 
Blanchard, 1977, 邦訳 218 頁）と述べている。
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